
事業者の皆様へ

新商品開発・販路開拓等を支援します！

いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド助成事業

公募期間：２０２０年４月１５日（水）～
６月１５日（月）１５時 まで

地域資源を活用した新商品開発・販路開拓、企業間・異業種連携の取り組みなど、
石川県経済の成長を促す新ビジネス・新事業創出を支援します。

応募方法

詳しくは下記のホームページをご覧下さい。

【問い合わせ先】
石川県商工労働部 産業政策課 ℡ 076-225-1512
(公財)石川県産業創出支援機構 地域振興部 ℡ 076-267-5551

助成事業名 助成限度額 助成率・助成期間

１

機械・繊維等のものづくり企業による新製品
等の開発・販路開拓支援【ものづくり企業特別
支援（SDGｓ・新技術活用等）枠】

事前調査、新製品開発、
販路開拓の一貫した取組

1,000万円 等
2/3 3年

(一部、1年)

２

１.中小企業者等による産業化資源活用
新商品・新サービスの開発・販路開拓支援

300万円 2/3 3年

２.小規模事業者による産業化資源活用
新商品・新サービスの開発・販路開拓支援

150万円 3/4 3年

３
中小企業等による産業化資源活用新商品・
新サービス開発に係る事前調査支援

企業・組合等 50万円
4者以上グループ 100万円

定額 1年

４
中小企業等による産業化資源活用商品・サー
ビスの魅力向上に向けた改良・販路拡大支援

100万円 2/3 1年

５
産業間・異業種等連携による新商品・新サー
ビスの開発・販路開拓支援

500万円 2/3 3年

６
海外企業等との連携による商品開発・改良・
販路拡大支援 【海外販路拡大枠】

500万円 2/3 3年

https://www.isico.or.jp/site/shinseihin/challengefund.html



ものづくり企業の皆様へ

新製品開発等による新たな事業展開を支援します！

いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド助成事業
【ものづくり企業特別支援枠】

助成上限額：①事前調査、②新製品開発、③販路開拓の一貫した

取り組みの場合 １０,０００千円 など

助 成 率：２／３以内（助成期間：３年以内） など

公募期間：２０２０年４月１５日（水）～
６月１５日（月）１５時 まで

助成対象事業：

・センシング技術やロボットなど新技術を活用した新製品等の開発事業

・新市場開拓に向けた、既存技術の応用や技術の高度化等による
新製品等の開発事業

石川県経済をけん引する機械や繊維等のものづくり企業による新製品等の市場調査か
ら開発、全国・海外市場での販路開拓に至るまでの一貫した取り組みを支援します。

※新市場開拓とは、「B to B 市場から B to C 市場への展開」「衣料分野から
非衣料分野への展開」など、これまでに参入したことのない新たな市場開拓に
チャレンジする取り組みを指します

応募方法

助成対象経費：試作開発費、謝金、旅費 など

詳しくは下記のホームページをご覧下さい。

【問い合わせ先】
石川県商工労働部 産業政策課 ℡ 076-225-1512
(公財)石川県産業創出支援機構 地域振興部 ℡ 076-267-5551

https://www.isico.or.jp/site/shinseihin/challengefund.html

※機械装置などの汎用性があり、助成対象事業以外にも使用できる可能性が高いものは対象外



海外現地ニーズを踏まえた商品開発等を支援します！

いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド助成事業
【海外販路拡大枠を創設】

助成上限額：５,０００千円

助 成 率：２／３以内（助成期間：３年以内） など

公募期間：２０２０年４月１５日（水）～
６月１５日（月）１５時 まで

助成対象事業：
既に関係を構築した海外バイヤー等と連携して取り組む、現地の
嗜好・ニーズに応じた商品開発・改良（試作、評価等を含む）、
国際認証等の取得（知的財産に係る調査等を含む）、

海外市場での販路拡大に係る事業

海外展開を行う企業が海外バイヤー等と連携して、現地の嗜好・
ニーズに応じた商品開発・改良、国際認証の取得、販路拡大を
行う取り組み等を支援します。

応募方法

助成対象経費：試作開発費、謝金、旅費 など

https://www.isico.or.jp/site/shinseihin/challengefund.html

詳しくは下記のホームページをご覧下さい。

【問い合わせ先】
石川県商工労働部 産業政策課 ℡ 076-225-1512
(公財)石川県産業創出支援機構 地域振興部 ℡ 076-267-5551

海外での販路拡大に取り組む企業の皆様へ

※本事業の連携体の構成員には、既に取引実績があるなどの関係構築済みの海外
バイヤー等が含まれていること（海外バイヤー等との同意書が必要）


